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次世代自動車の普及と石油流通システムの変質
一次世代エネルギー供給システムの移行期の石油流通システム-
The Diffusion ofNext-Generation Vehicle and Gasoline Marketing 
東洋大学経営力創成研究センター研究員小属正稔
要旨
ノ¥イブリッドを中心として燃料効率に優れた次世代自動車が普及し、さらに従
来のガソリン乗用車の燃費も急速に改善していること、走行距離の短縮化、若者
の車離れなどによって、ガソリン需要が減少しつつある。この状況下で石油会社
は、次世代のエネルギー供給、ンステムの構築を進めると同時に、既存のガソリン
流通ネットワークの維持を求められている。インフラとしての石油流通ネットワ
ークの維持の鍵を握るのが、次世代自動車の普及のスピードと規模であり、その
結果もたらされるガソリン需要の減少のスピードと規模である。
本稿は、総J合エネルギー調査会がガソリン需要の主要減少要因とする次世代自
動車の普及・燃費改善、交通流対策、高齢化・経済成長の停滞のうち前者の2つ
の要因を分析し、それらがガソリン需要に与える影響を検証する。
そのとで、エネルギー供給システムの移行期において石油流通ネットワークを維
持していくためには、需要の減少が販売拠点の減少につながらないビジネスモデ
ルの構築が必要で、あることを示した。
キーワード (Keywords):石油流通システム、次世代自動車、電気自動車 (EV)、
燃料電池車 (FCV)、カーシェアリング、交通流対策
Abstract 
Gasoline demand is decreasing by the spread of next-generation cars 
superior in fuel efficiency. Under such situation， itis necessary for the oil 
company pushes forward the construction of the next-generation energy 
supply system and the maintenance of the existing gasoline distribution 
network concurrently. It is speed and a scale of the spread of next-generation 
cars to hold the key to the maintenance of the oil distribution network as the 
infrastructure and， as a result， itdecides the degree of the gasoline decrease. 
The council of the government gaves the spread of next-generation cars and 
mileage improvement， congestion charge， and aging as the main factor of the 
decrease in gasoline demand. This paper analyzes two former factors. 
Finally 1 make an assertion that the construction of the business methods 
that a decrease in demand does not lead to the decrease of the gasoline stands 
is necessary to maintain oil distribution network in the shift period of the 
energy supply system. 
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1.ガソリン販売競争の変質
ガソリン販売業界は過当競争の代表的な存在で、あったO すなわち将来伸びるで
あろう需要に合わせてガソリンスタンドを建設することによって、ガソリンスタ
ンド数が現在の需要に対しては絶えず過剰であることを常態化させていた。しか
も石油製品は規格品であることから、品質の格差は基本的に存在せず、競争は価
格を中心に展開せざるを得ないコモディティとしづ製品特性を持っている。激し
い競争は、販売価格、サービスなどにおいて違いを認めない同質的競争に収散し、
結果的に販売量の格差は立地要因のみとしづ状況を作りだした。すなわち精製・
元売のシェアが配架居数(販売百数)の違いによってもたらされる状況(低集中
度販路)となり、これがさらにガソリンスタンド、建設競争に拍車を掛けた。
この競争前提は 1998年4月に規制緩和によってセルフ方式のガ〉ソリンスタン
ドが登場すると一変した セルフ方式のガソリンスタンドは、顧客が自ら給油す
ることによって機能割引を提供する業態であり、価格やサービスが同一であるこ
とを前提に成り立ってきた業界に、価格やサービスが違うから成立できる異業態
が参入したことを意味していた しかもセルフは、人的販売を中心にガソリン以
外の収益(油外収益)に依存する経営形態に対して、施設や価格優位性が働きや
すく多居舗展開が可能な業態であり、精製・元売の販売施策も単なる拠点数確保
から量販できる拠点数が経営能力の差となり、元売直営が伸張するなどマーケテ
イング、チャネルの大きな変化を導き出した。
この状況下で 2004年にガソリン需要がピークアウトし、先取り競争という前
提が崩れたが、業界の販売量にこだわる競争意識は変わることなく、ガソリンス
タンドが年間1，000カ所以上も減少する状況が16年間続いている。結果的に1994
年末の60，42188は、 2012年度末には36，349とほぼ40%減少した。
しかも地球温暖化対策などによって省エネルギーが推進される中、ハイブリッ
ド、車が急伸し、電気自動車などの次世代自動車が着実に拡がることによって大幅
なガソリン需要の減少が予測されている。一方で石油流通システムは、依然とし
て重要な役割をす品、続けており、需要の減少が販売のネットワークを無秩序に破
壊することを避けなくてはならない。
2. 1ガソリン需要の減少要因
資源エネルギー庁は総合エネルギー調査会基本問題検討委員会(第 27回:平
成24年6月19日、以下、「基本問題委員会」と略記)において議論の前提とし
て最終エネルギー消費ベースの非電力用途石油製品の需要見通しを示した(資
源・燃料の安定供給の課題と今後の方向[参考 4・2])。これによると石油製品の需
要は2020年には2010年対比 15%の減少、 2030年には31%の減少と予測され、
特にガソリンは 2020年には 31%、2030年 60%も減少するとされ、石油販売業
者はこの数字に「大きな衝撃J(1)を受けた(図表 1)。
ガソリン需要減少の要因は、①燃費改善・次世代自動車、②交通流対策、③高
齢化・経済成長の停滞の3つによって説明され、最大の要因は高齢化・経済成長
『経営力創成研究』第 10号， 2014 
図表1 非電力用途石油製品:最終エネルギー消費ベース (単位:百万k1) 
年 2010 2020 2030 2020 2030 
実績 予測 2010年対比
ガソリン 52 36 21 69% 40% 
ナフサ 30 27 23 90目 77九
ジェット燃料 5 5 5 100% 100% 
灯油 20 17 14 85% 70% 
軽油 32 27 25 84首 78% 
重油 22 22 18 100% 82% 
LPG 17 15 13 88% 76% 
その他 16 16 14 100% 88% 
合計 194 165 133 85出 69目
出典総合エネルギー調査会基本問題検討委員会(第27回平成24年6月 19日) r資源・燃料の安定供給
の課題と今後の方向(参考4-2)Jp.13より作成
図表2 ガソリン需要減少要因(単位:万kl、年度)
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出典総合エネルギー調査会基本問題検討委員会(第27回平成24年6月 19日) rエネルギーミックスの
選択肢の原案に関する基礎データ(資料5)Jp.30より作成
の停滞によるものであり、 2020年で減少量の43.8%、2030年で42.3%を占めて
いる。第二の要因は燃費改善・次世代自動車によるものであり、 2020年で減少予
想量の 28.3%、2030年で 39.5%を占め、次世代自動車の普及に従って影響が大
きくなるとしている。交通流対策等は2020年では27.9%、2030年には 18.2%と
減少するが、予測される減少量は緩やかに増加するとしている。3つの要因では、
高齢化要因などのファンダメンタルズ、は根拠が明確で、あるが、次世代自動車・交
通流対策要因については前提の検証が必要となる。
ここではまず次世代自動車の導入・普及見通しを検証する。ここでいう次世代
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自動車とは、ハイブリッド自動車 (HEV・HybridElectric Vehicle)、電気自動車
(EV Electric Vehicle)、プラグインハイブリッド (PHVPlug-in Hybrid 
Vehicle)、燃料電池車 (FCV: Fuel Cell Vehicle)、クリーンディーゼ、ル車 (CDV
Clean Diesel Vehicle)圧縮天然ガス車 (CNG: Compressed Natural Gas 
Vehicle)などのエネルギー効率にすぐれた自動車である。
基本問題委員会の「エネルギーミックスの選択肢の原案に関する基礎データ(資
料5)Jでは、次世代自動車は2020年度新車ベースで50%、30年度には70%を
占め、保有ベースでも 20%、57%まで上昇するとしている。車種別に見ると HEV
の導入・普及見通し(保有ベース)は2020年度で15%、2030年度で29%、EVIPHV
は4%、19%、FCVは0%、3%、CDV2%，6%となっており、これらの実現可能性
が鍵となる(図表3)。また燃費改善の効果では「燃費基準(トッフ。ランナ一方式)
により、引き続き車両の性能向上を図る(基本問題委員会「エネルギーミックス
の選択肢の原案に関する基礎データ(資料5)向上p.30)Jとしている。
そして交通流対策では「公共交通機関の利用促進、モーダルシフト、 トラック
輸送の効率化、鉄道・船舶・航空のエネルギー消費効率の向上、エコドライブの
推進、カーシェアリング等により省エネを図る(同上 p.30)Jことによりエネル
ギー効率の向上を実現するとしている。
図表3 燃費改善・次世代自動車導入・普及状況
実績 見込み
車種 2010年度 2020年度 2030年度
HEV 2出 15% 29唱
EV/PHV 0% 4出 19% 
FCV 0% 0% 3% 
CDV 0% 2% 6% 
合計 2出 21% 57% 
注。合計は車種毎の単純集計で、文中の数字と一致しない。
出典総合エネルギー調査会基本問題検討委員会(第27因。平成 24年6月 19日) Iエネルギ
ーミックスの選択肢の原案に関する基礎データ(資料5)Jp.30より作成
1. 2 次世代自動車の普及状況と普及要因の検証
次世代自動車の中でハイブリッド自動車(HEV)は、予測を上回る販売実績を
あげ、 2011年において既に 25%以上を占めている。さらに2012年以降も順調に
車種を追加しており、次世代自動車というよりは、現在の省エネカーの中核に位
置づけられる。また次世代自動車には含まれていないが、 HEV同様に燃費効率
の優れる軽自動車も乗用車の 39%と大きな比率となっており、 HEVと軽自動車
の両者で新車登録台数の64%を占めている。EVから軽自動車までの省エネカー
の保有台数(ストックベース)も 43.8%となり、ガソリン需要の減少の主要な要因
となっている。
次世代自動車の中でもガソリン消費量にもっとも大きな影響を与えるのが EV
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(PHVを含む)であり、長期的にはこれにFCVが加わることになる。このこと
からEVの普及予測をまず検証する。
EVの一般消費者向け販売は、2010年4月1日の三菱自動車工業i-MiEV(ア
イ ・ミー ブ)からである。当時、 三菱自動車は、 i2010年度の販売は、国内で約
4，000台を計画しており、現在、自治体や法人、個人からの購入希望が約 2，000
台分に達している。なお、海外向けには約 5，000台の出荷を予定しており、
~i-MiEV Jlのグローパル展開を着実に進める予定である」と合計で9，000台を予
測したが、実際には販売台数は2，542台に留まった。次いで2010年 12月に日産
リーフが一般向けの発売を開始した。リーフは2010年度4，420台を販売し、2011
年には 1万台を越え、その後もコンスタントに 1万台を越えるなど、緩やかなが
ら販売台数を伸ばし、 2013年 9月末に累計 3万台を越え、堅実な販売を継続し
ている(2)。次世代自動車振興センターの 2011年の販売実績と次世代自動車普及
戦略 (2009年の普及見通し)を比較すると、 EV軽自動車では 16.5%にとどまっ
たが、EV乗用車は予測を超える販売実績となった。さらにPHVも販売開始が遅
れたが、発売されると順調に推移している。このようにおおむねEVの導入は順
図表4 電気自動車の販売・普及見通しと実績比較(単位 ・台、首)
販売見通し 実績
販売台数 車種・年 2011 2020 2030 20111 
EV軽 28.500 336，000 450，00 4.712 
EV乗用車 7，700 170，000 278，000 11，815 
HV乗用車 565.000 1，118，000 1.160.000 633，417 
PHV 8700 349000 625000 3，753 
軽自動車 2，120，476 2，331，425 2，286，099 1，521，1001 
乗用車 2，802，335 2，746，947 2，645，410 2，386，036 
EV軽 1.3% 14.4% 19.7% 0.31% 
EV乗用車 0.3% 6.2% 10.5帖 0.50% 
HV乗用車 20.2% 40.7% 43.8% 26.55弛
PHV 0.3% 12.7% 23.6% 0.16弘
販売見通し 実績
保有台数 車種・年 2011 2020 2030 2011 
EV軽 37，081 1，421，061 3，816，346 13.646 
EV乗用車 10.158 667，730 2，143，868 24，983 
HV乗用車 896，107 7，945.216 1，766，239 854，904 
PHV 11649 1312909 4960330 17，281 
軽自動車 25，746，323 28，170，270 28，241，926 18，486，738 
乗用車 40，068.075 38，333，007 35，221，044 40，183，576 
EV車E 0.1% 5.0% 13.5日 0.07% 
EV乗用車 0.0% 1.7% 6.1出 0.06% 
HV乗用車 2.2% 20.7% 33.4% 2.13% 
PHV 0.0首 3.4% 14.1% 0.04% 
注l. EV軽は乗用と商用の合計、 HVは普通、 小型の合計。環境省(2009)~次世代自動車
普及戦略jp.105表 3.2.3、p.110表 3.3.2、p.1l5表3.4.2より作成。この表には貨
物、乗り合い、特殊、原付、 自転車野販売実績等は含まない
注2. 2011年の保有台数は、 2011年末、 (一財)日本自動車工業会、データベースよりよ
り作成、販売台数は日本自動車販売協会連合会月別統計データより作成
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調に推移しているが (2013年 10月8日、日産ニュースリリース)、 EVに対する
過大な期待によって、逆に普及が大幅に遅れているというネガティブな印象を与
えていることも事実である川。
今後の EVの普及状況の鍵を握るのは販売車種数であり、米国、欧州、韓国・
中固などで車種が2012から2013年にかけて急増する計画となっており(図表5)、
今後の数年間でEVの生産・販売ともに急増することが予測され、 2015年までに
はより正確に石油需要に対する影響を予測することができる。
図表5EVIPHVの投入実績と計画
注 実証実験・リー ス販売、限定販売、開発・販売終了車種は含まない。
出典 :次世代自動車振興センター (2013)pp.10-14、図表2.1より作成
1. 3 交通流対策
基本問題委員会は、渋滞などの防止による交通流対策によって2020年では446
万M、2030年で564万Mと大きな需要減を予測している。具体的施策としては
「公共交通の利用促進、モーダル、ンフト、 トラック輸送の効率化、鉄道・船舶・
航空のエネルギー消費効率の向上、エコドライブの推進、カーシェアリング等に
よる省エネを図るJ(エネルギーミックスの選択肢の原案に関する基礎データ[資
料5]p.30)としている。
交通流対策の代表例は、ロンドンのコンジェッション・チャージ(Congestion 
charge:渋滞税)であり、課金区域の混雑は平均30%の減少、課金時間の入域交
通が 18%減少したなどの成果が出ている(4) コンジェッション・チャージシステ
ムには超低排出量車両(5)の例外処置(Ultra1ρw Emission Discount :ULED)が
あり、 EVとPHVは免税のため、 EVIPHVの普及に大きな後押しになりつつあ
り、長期的には交通流対策を越えてガソリンの消費量に大きな影響を与えると考
えられる (6)。
一方わが国においては、阪神高速において環境ロードプライシングが実施され
ているが、これは「住宅地などの沿道環境を改善するために、通行料金を調整し、
環境影響のより少ない湾岸部などに交通を誘導する施策(i)Jであり、貨物車の料
金を割引する方法で行われ、入量規制ではなく迂回誘導に実施されている。
わが国におけるロードプライシングは、 1968年 7月に運輸経済懇談会が中間
報告として都心通行賦課金構想を打ち出したことから始まった(加藤・山内
[1999]p.34)。この構想は 1969年に東京都の東京問題専門委員会第三次助言「都
市交通問題について」で賛同を得られた他、継続的に検討されたが、結果的に 1988
年に時期尚早とされ実施されることはなかったO その後、鎌倉市でも検討された
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が実現されず、2012年度から京都市で「クルマの市内への流入を抑制するため，
混雑する道路への課金制度(ロードプライシング)の導入に向けた社会実験の実
施 (No.23002)Jが行なわれており 2014(平成 26)年度に本格的に検討される
計画となっている(1はばたけ未来へ!京プランj実施計画:京都市情報館)。
ロードプライシングには高速道路等以外の一般道路の課金が禁止されているな
ど導入にはさまざまな課題があることから(~京都市会たより第 62 号 [2012 年 7
月15日]j] )、スマートシティ構想など新たな視点からの検討を行わない限り導入
は難しく 、現時点では石油需要減の要因として加えることは適切ではない。
ロードプライシングほど直接的ではないが、交通流対策としての効果が期待で
きるのは電気自動車のカーシェアリングなどの普及促進である。
カーシェアリングには五回哉的カーシェアリングとコミュニティ ・カーシェアリ
ングがあり、組織形態には協同組合、公益法人、 一般企業がある。わが国におい
ては、車両台数、会員数とも 2011年から急拡大しており、 2013年 1月には車両
台数8，831台、会員数289，497人、車両ステーション数も 5，641カ所まで拡大し
ている(公益財団法人交通エコロジー・モビリティ財団調査)。
交通エコロジー ・モビリティ財団の調査によると 1，000人以上の会員を持つ組
織は9社、会員1万人以上も 3社あるが、タイムズ 24とオリックスの2社で車
両台数の73%、会員数の84%を占めている。タイムズ24のシェアは、 2013年 1
月段階で56%となっているが、 2013年 12月末では、車両台数は約7，000台、全
国4500ステーション、会員数28万人を越えている。神奈川県の車両台数の合計
は835台、横浜市のみのでも 529台が配置されている (2013年 12月20日にタ
イムカープラスの HPより集計)このタイムズ24の会員数規模は 1社のみでド
イツの車両合計数を越えている。横浜市などでは、カーシェアリングの人口あた
りの普及率が最も高いスイスの 1.3には及ばないにせよ、 一般的な移動手段の選択
図表6 わが国におけるカーシェアリングの上位3社
運営組織関連団体等
11骨イムズ24側
2 1 オリ/~フス自動車側
31力 シェアリング目ジャパン鮒
資料公益財団法人交通エコロジー・モビリティ財団調査
図表7諸外国におけるカーシェアリングの現状
開始年 cs組織数 車両数 会員数 人口 会員数/人口(%) 調査年月
アメリ力 1998 25 12，131 891，953 316，150，000 0.28 2013.12 
カナダ 1994 20 3，432 141，351 35，180，000 0.40 2013.12 
スイス 1987 1 2，600 102，100 7，870，000 1.3 2011.12 
ドイツ 1988 約130 5，600 220，000 81，750，000 0.27 2012.1 
日本 2002 32 12，000 380，000 127，340，000 0.30 2013.12 
5力国計 35，763 1，735，404 568，290，000 0.27 
資料公益財団法J 、交通エコロジー ・モビリティ財団調査、 2013年は小鴬が同ソースから追加
調査・集計したもの。
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肢となりつつある(図表6、7)。
しかしながらカーシェアリングの車両数は 2万台程度でわが国のストックの
400万台の 2%弱に留まり、仮にスイスレベルまで、増加したとしても 12万台、 3%
程度に留まる。さらにカーシェアリング利用者の走行距離、電気自動車の配置率
を考慮すると交通流対策等によるガソリン需要減は予測を大きく下回ると考えら
れる。
1. 4 需要減少予測の下方修正
基本問題検討委員会の数字は、大きな反響を得ることになったが、総合エネル
ギー調査会石油分科会石油部会石油動向調査委員会(第 11回:2013年6月 12日)
は、 2012年対比の 2017年の需要見通しを年度平均1.7児、全体で 8.4%とした。
この 2.0九程度の減少傾向を 2020年までに延長すると、2010年対比の 2020年の減
少率は先の基本問題検討委員会の 31%ではなく、 17先程度に収まることになる。こ
の減少率は、高齢化・経済成長停滞のみの参入値の-22.7弘をも下回る値に留まっ
ている。また 2030年の予測lこついては2015年から数年間のEV投入車種数の推移
を見守る必要があるが、高齢化 ・経済成長の停滞の1， 312万kl減を全量参入し、
逆に交通流対策等の 564万klを参入しないとすれば、次世代自動車・燃費向上の
減少の 1，224万klの減少の達成にかかわらずこの段階で60弘の減少は困難になる。
しかしながらガソリンの大きな需要減少は避けることはできず、石油販売業者
の意図的な事業転換を含めた多角化などの経営戦略の転換が必要であることに変
わりは無い。
図表8 ガソリンの需要見通し
生星
ガソリン
対2010年減少率
資料平成 2013~2017 年度石油製品需要見通し、 2020 年は小罵追加
2. 電気自動車 (EV)の普及と消費者意識の壁
2020 
48354 
17九
次世代自動車を社会的に新の製品として見なすのか、それともガソリン自動車
の代替として位置付けるかは、次世代自動車の普及パスとして全く異なったもの
となる。社会的に新であれば、次世代自動車は新しいコミューターとして独自の
位置づけを得ることができるが、既存製品の代替として見なされれば、既存製品
に比較して購買動機となるような明確な特徴が必要となる。これは電動の立ち乗
り二輪車であるセグウェイ (SegwayPersonal τransporter)を既存の小型ノ《イ
クや車いすの代替品として捉えるのか、全く新しい製品として捉えるかによって
その位置づけが異なるのと同様である。
電気自動車 (EV)の最大の課題として走行可能距離の制限(短さ)があるが、
限られた範囲で移動することを前提にすれば、それは課題にはならない。走行可
能距離の制限と同様に充電インフラの未整備が課題となっているが、自宅で充電
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する車とし、う位置づけであれば、充竜網の末整備も普及の障害にはならない。こ
のように製品のポジショニング、の設定を明確にすることでイノベーションのメリ
ットを強調するのか、それとも課題の克服を強調するかによって消費者の EVに
対する認識は大きく異なる。
次世代自動車振興センターの利用実態調査によって EVの利用状況と意識を再
確認すると、EV保有者のEVの車両特性への理解と満足度の高さが確認できる。
まず利用頻度は毎日~週5日程度が最も多く、 PHVでは全体の 60%以上を占め
ている。また長距離運転は、 EVではほとんど行われていないのに対し、 PHVで
は週 2日から 1日が 20%弱あり、 車両特質を捉えて利用されている。結果的に
PHVはメインカー (1台のみの利用)としての利用率が高くなっているなど、
EVとPHVでは明らかに利用状況が異なっている 。
また保有状況では、一般の乗用車は全国では一台のみ保有(メイン)が 58.1%、
複数保有(複数台所有)が 41.8%となっているが、東京23区のみに限るとメインが
89.3%、サブが 10.7% と PHV の保有状況に近くなっている (~2011 年度乗用
車市場動向調査j])。この利用状況から消費者にとって有用な方法で、生活に必要な
特徴を持った車を選ぶ中でEVも選ばれていることがわかる。
EVの特徴は短距離を高頻度で使用する場合にその特徴を活かすことができるが、
わが国の乗用車の月間走行距離が 300km未満 (1日15km)は54%、600km(1 
日30km)までは 18%、1，200km(1日60km)までは22%となっており、利用
者の 94%は現在の EVの走行可能距離で活用可能である。しかし平均週5日の利
用には自宅での充電設備が不可欠となり、充電設備を設置できる消費者が全体の
30%程度であることを前提にすればEVの普及がこの数値を越えることは難しい
ことから、 2030年までのストック 19%の実現はEV特性を十分理解した予測(計
画)であるとは言えない(野村総研[2010]p.85)。
充電には日常的に充電する基礎充電、ショッピングセンタ一、図書館、市役所
利用頻度
EV 
PHV 
軽
重毘皇
長距離運転
EV 
PHV 
図表9 電気自動車に対する利用状況
注:1.すべて自家用のみを集計した。
27.9 
48.4 
2.利用頻度における乗用車の区分は0.1日、2.3日、 4.5日、 6日、7日によって集計されている
ため、 7日から 5日は6日十 7日十 (4から5日)+2で計算しており、参考値として使用。
資料 『平成 24 年度電気自動車・充電インフラ等の普及に関する調査報告書』、 ~20 1 1年度
乗用車市場動向調査J、『軽白動車の使用実態調査報告書(2012年3月)j]
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図表10 車の保有状況
メイン サブ
EV 65.1 24.9 
PHV 90.3 9.7 
軽 52.0 48.0 
乗用車 58.1 41.8 
乗用車(大都市) 71.5 28.5 
乗用車(23区) 89.3 10.7 
注:乗用車のメインは 1台のみ所有、サブは複数所有率、軽自動車のメインは軽自動車のみ(軽
のみ複数台を含む)、サブは乗用車との併有、
資料図表8と同じ
担E旦塗
EV 
PHV 
主1用用途
藍一一一
自家用車
注-軽は主な用途の比率。
資料:図表8と同じ
図表11 車の利用状況
などの出向先における目的地充電、長距離運転時の経路充電の3種類があるが、
基礎充電の充実を前提とすれば、それを補完する急速充電設備は現在の神奈川県
の普及状況(可住地面積)100km2あたりの設置数 9.8台)で給電意識のストレ
スを解消できるレベルに達しており (il)、今後は米国の eVgo社のような充電スタ
ンド・充電ネットワークのビ、ジネスモデ、ルの開発競争によってこの状況はさらに
改善することができ、充電インフラは2020年までに課題でなくなることになる(9)。
3.石油販売業の対応
わが国の石油流通の安全保障に関する議論は、2011年の東日本大震災までは原
油がわが国に到着した時点で完結していたが、東日本大震災時の石油流通の混乱
は、この緊急時対策を震災など災害まで広げることで平常時における流通対策が
実施されることになったO この政策の転換は、石油製品が消費者の手元に届いて
安定供給が完結するとしづ認識の転換であるが、激しい価格競争、需要の減少、
ガソリンスタンドの老朽化と消防法対策、そして何よりも慢性的な低収益体質か
ら後継者の確保が難しくなっていることから適正数以上のガソリンスタンドが撤
退するガソリンスタンド過疎地(10)が広がっている。
本稿の考察から需要の減少は基本問題委員会の減少を下回ることは確実である
が、緩やかながら需要の減少が着実に進むことには変わりなく、次世代自動車へ
の移行期において、いかにガソリンを安定的に流通させるかはきわめて重要な問
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題である。すなわちガソリン需要の需要減少がそのまま供給拠点の減少につなが
らない仕組みが必要である。この仕組みとは、①自動車の電化 (EV、PHV、FCV)
が顧客数の減少につながらない仕組み、②HVなどの低燃費車の普及が来庖頻度
の減少につながらない仕組み、③電化によってガソリン価格が相対的に上昇する
ことが価格競争の激化につながらない仕組みを必要としている。すなわち需要量
の減少が販売量の減少に繋がり、販売量の減少が価格競争を激化させ、販売業者
の退出を促進、供給不安地域の拡大というスパイラルを克服しながら次世代のエ
ネルギー供給、ンステムの構築に繋げていく必要がある。
従来のガソリン自動車は、 ドライパーの個人特性、利用特性、居住地域に関係
なく利用できる優位点を持っていたが、 EVは誰が、どのように、どこで使用す
るかによって有用性は大きく異なる。同様に FCVについても長距離ドライブが
可能であるが、その給燃コスト、インフラ整備状況、車両価格などを考慮すれば
同様に、誰が、どのように、どこで使用するかによって有用性が異なり、今後は
ガソリン車、電化自動車などが並列的に使用されることになる。電化車において
も、長距離運転用・業務用の FCV、長距離運転を視野にいれた PHV、年に数回
の長距離運転にも対応できるレンジエクステンダー搭載 (rangeextender)のEV、
もっぱら中・短距離利用の EV、決められた範囲に限定した超小型 EVなど多様
な選択肢から消費者が自分のライフスタイノレに合わせた選択することが可能にな
る。それゆえ石油会社は次世代エネルギーの供給体制の整備を進めながら、既存
の石油流通システム、流通網を維持しなくてはならないのである。
【注】
(1)ぜんせき新聞 (2012年6月29日)は、「ガソリン内需30年度は6割減少 ショック IJとト
ッフ。記事で、伝えたが、 7月4日付けの同紙の論調は「次世代車のウエートを最大限に見積もった
ものであり、過去にこうした見通しに沿って進んだことは、ほぼ皆無であることなどを考慮、し
でも、我々はこの悲観的な数字をベースに、 ss経営の明日を見つめ直す契機にしたし、」と冷
静に対応した。同様に石油連盟も次世代自動車の普及による Cぴ削減の方向性に理解を示しなが
らも、その予測に疑問を呈した(木村石油連盟7月19日定例記者会見)。
(2)米国日産は2013年におけるリーフの販売は335切と大幅に増加し、電気自動車の税金など
を含めた経済性、充電インフラの整備、補助金、渋滞時の優先道路の走行などが評価されつつ
あるとしている。NASDAQ、Aug28，2013 http://附 w.nasdaq. com/article/nissans-2013-1eaf 
sales-surge-335-analyst-blog-cm271134 
(3)日産のゴーン最高経営責任者はリーフの販売に際し、 12016年度まで、にルノーと併せて 150
万台を発売するj と表明したことが期待値として設定され、結果的に販売不振のネガティブな
イメージを植え付けた。結果的に 2013年9月26日に累計 150万台の販売目標を 2020年に再設
定した。(朝日新聞 2013年9月初日)
(4) 2003年 2月にロンドン市長 (Ken Livingstone)によって始められた。コンジェッショ
ン・チャージ制度は対象地域に月曜から金曜の午前7時から午後 6時までの聞に車両を乗り入
れる場合には 1日10ポンド (1700円/日、開始当時は5ポンド、で、あった)の渋滞税が課せられ
るものである。導入当時、 英国の 30の都市が実施を検討したが導入した市はなかったが、ミラ
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ノとストックホルムでは同様のシステムが導入された。またノルウェイで、はベルゲン、オスロ、
トロンハイムで道路通行料金制度(ThlRoads)が導入されている(片岡[2010])。
(5) Ultra Low Emission Discountの適応車両はEVとc02の排出量が 75g/km以下でEuro5の排
出規制に適合していることが条件で事前登録が必要。
http://剛~. tfl. gov. uk/roadusers/congestioncharging/6733. aspx 
(6) 東京都環境局各国におけるロードプライシング、ロンドンの混雑課金制度
http://阿 w.kankyo.metro.tokyo. jp/vehicle/manag巴ment/pric巴/country/london.html 
(7)阪神高速環境ロードプライシングhttp://I附w.hanshin-exp.co. jp/drivers/etc/etc_ 
waribiki/etc waribiki3. html。
(8)継続距離の短いEVにとっては、 EVスタンドが増えれば増えるほど、ドライバーの給電リ
スクが減少することからスタンドの使用量は減少することから、給電ネットワークは増えれば
増えるほど単独でヒ、、ジネスモデ、ルにはなり得ない柑〆数を持つ。
(9) NRG Energy社は、充電設備をリースによって EV保有者の自宅に充電器を取り付け、自
宅外でもさまざまな充電オプションが選択できるビジネスモデル (eVgoモデル)を構築してい
る。このビジネスモデ‘ルは売り切りモデルから顧客との関係を継続することで成り立つ LTC
(life time customer model)の一つである
(10)町村単位でガソリンスタンドが2カ所以下の町村をガソリンスタンド過疎地とすると 2008
年度には222であったものが、 2010年度末には238カ所に増加し、 2013年度末で257町村ま
で増加した。 sがない地域は7町村、 1カ所のみ60町村、 2カ所81町村、 3カ所 109町村で
あった(価値総研[2010J)。
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